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我が国のエネルギー政策は、「エネルギー基本計画」によってその基本方針が定められており、平成 30 年の

閣議決定では第 5 次エネルギー基本計画が策定されました。この第 5 次エネルギー基本計画では、2030 年

及び 2050 年に向けた対応として、温室効果ガス削減のため、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取

り組みについて述べられています。 

北海道では、太陽光や風力、バイオマス、地熱、石炭といった多様なエネルギー源が豊富に賦存しており、

特に新エネルギー※についてはポテンシャルが全国の中でも高い可能性があることから、その導入拡大に取り組

んでいます。 

このような中、2020 年には日本政府が 2050 年カーボンニュートラルの実現を宣言しました。このように、再

生可能エネルギー導入の必要性は今後も増していくものと考えられます。 

余市町では、果樹やワイン生産のためのブドウを中心とした農業や古くから行われている漁業など、豊富な農

林水産資源を有していますが、再生可能エネルギーの導入については一部の民間事業を除いて進んでいない

現状にあります。一方、2018年9月に発生した北海道胆振東部地震の影響による大規模停電の経験を踏

まえ、BCP 対策、エネルギーミックスの取り組みなどの必要性は高まっています。 

このような社会情勢を踏まえ、余市町では再生可能エネルギーの利活用や地域産業の発展、レジリエンスの

強化について推進していくため、再生可能エネルギービジョンを策定し、エネルギーの地域循環や低炭素社会の

実現を図ることとしました。 

また、「余市町再生可能エネルギービジョン」の位置づけは、以下に示すとおり、余市町の最上位計画である

「第５次余市町総合計画」との整合及び、「地域温暖化対策実行計画」「循環型社会形成推進地域計画」

等の環境関連計画との整合・連携を図るものとします。 

さらに、新たな道の駅の整備や公共施設の再編等を通じた再生可能エネルギーの導入等の取り組みを推進

します。 

 

 

図 1-1 本ビジョンの位置づけ  
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再生可能エネルギーの導入は、エネルギー分野から重要視され、導入の必要性が説かれていますが、その導

入は他の側面も持っています。 

第一に、再生可能エネルギーによる自立・分散型のエネルギー供給システムの確立が、レジリエンスの強化に

繋がるという点です。近年では地震や台風等、気象災害の影響が大きくなっており、エネルギー供給が不安定

となる局面が顕著となっています。再生可能エネルギーを利活用し自立・分散型のエネルギー供給システムを

確立することにより、町内で作り出したエネルギーにより緊急時のエネルギーを賄うことが可能となります。 

第二に、地域固有のエネルギー資源と地域産業を掛け合わせることが地域経済の活性化に繋がるという点

です。地域資源を活用した再生可能エネルギーを産業と組み合わせることにより、地域資源の循環システムを

確立させ、脱化石燃料による環境負荷低減や地域産業の活性化へ繋げていきます。 

 

「余市町再生可能エネルギービジョン」は、以下の 3 点を目的とし、地域産業における再生可能エネルギー

導入と普及拡大に繋げていきます。また、その結果、目指すべき余市町の将来の姿を次ページに示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜「余市町再生可能エネルギービジョン」の目的＞ 

⚫ 町内の自然資源・農産資源のポテンシャルを定量的に把握し、活用可能な再

生可能エネルギーの量・質・場所を明らかにする。 

⚫ 地域固有のエネルギー資源と地域産業を掛け合わせることによって、地域経済

を活性化し災害時の熱電供給にも繋がる実効性の高い再エネ導入計画を策

定する。 

⚫ 地域固有の再生可能エネルギーの導入と地域活性化を推進する「再生可能エ

ネルギー地産地消推進重点プロジェクト」について検討する。 
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余市町は、北海道後志総合振興局管内、積丹半島の東の付け根に位置しており、東は小樽市、南は仁

木町・赤井川村、西は古平町と接しています。行政面積は約 141km2 であり、このうち、山林面積が約

95km2（約 67％）、畑地が約 18km2（約 13％）で、豊かな緑に囲まれた平坦地に広がる宅地約

5km2（約 4％）に市街地が形成されています。 

 

 
図 2-1  余市町の土地利用状況 
出典：数字でみる「よいち」2020 より作成 
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令和 2 年時点での人口は約 18,000 人です。人口は徐々に減少しており、特に生産年齢人口（15 歳

～64 歳）の減少が目立ちます。一方、老年人口（65 歳以上）は増加しています。2015 年（平成 27

年）と 2045 年（令和 27 年、推計値）の人口ピラミッドを比較すると、2045 年の人口ピラミッドでは 70

歳以上の人口が増加しています。 

 

 
図 2-2 余市町の人口・世帯数の推移 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省） 

 

 
図 2-3 余市町の人口ピラミッド（左：2015、右：2045 年（推計値）） 

出典：地域経済循環分析（環境省【2015 年版】Ver4.1） 
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余市町では、卸売業・小売業、医療・福祉、農業などの産業の従事者数が多くなっています。 

特に農業では明治初期から始まった果樹の栽培が盛んで、現在では果実の農業産出額は全道 1 位に、り

んご、ぶどう、なしなどは品目別でも産出額全道 1 位となっています。さらに、町内では 11 カ所のワイナリーが経

営され、ワイン醸造用ぶどうの生産量においても全道 1 位を誇っています。 

また、従事者数には表れていませんが、古くはニシン漁で栄えた漁業は、現在はほっけ、えび、かれい漁などが

行われ、年間 2,000 トン以上の漁獲量があります。また、町内には水産加工工場も多く、塩干品や塩蔵品、

素干し品などが作られています。 

 

 

 
図 2-4  余市町の産業別従事者数 

出典：国勢調査（平成 27 年度、総務省）より作成 

 

 
図 2-5  余市町の農業産出額 

出典：市町村別農業産出額（2019 年、農林水産省）より作成 
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図 2-6  余市町の漁獲量 

出典：余市町 HP 数字でみる「よいち」2020 より作成 

 

表 2-1 余市町内の水産加工工場及び生産量 

 

※合計については工場数は実数を計上 
※生産量については公表されていないデータもあることから、各種類の詳細値は合計と合致しない。 
出典：工場数 漁業センサス（2018） 

生産量 漁業センサス（2018）より、北海道の生産量を北海道の工場数、余市町の工場数を用いて按分し算
出 
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余市町が保有する自動車の台数は約 13,000 台です。車種別にみると、乗用車（普通車、小型車、軽

自動車）の割合が大きく、全体の約 75%を占めています。 

 

 
図 2-7 余市町の保有車両数 

出典：市町村別保有車両数年報（平成 31 年度、北海道運輸局） 
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余市町は、寒さの厳しい北海道の中でも比較的温暖な気候に恵まれており、過去 5 か年の夏季（7 月～9

月）の日平均気温は 20℃前後、冬季（12 月～2 月）の日平均気温は-3～-4℃でした。日照時間につい

ては、5 月に最も日照時間が長く、平均風速は、年間を通して概ね 2～4m/s の間でした。降水量については、

7 月～12 月に増加する傾向にありました。 

 

 
図 2-8  余市町の日平均気温・日最高気温・日最低気温の推移（平成 28 年～令和 2 年の平均） 

出典：気象庁 過去の気象データ 月毎の日最高気温・日平均気温・日最低気温の平均より作成 

 

 

 
図 2-9  余市町の日照時間の推移（平成 28 年～令和 2 年の平均） 

出典：気象庁 過去の気象データ 月毎の日照時間の平均より作成 
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図 2-10  余市町の平均風速・最大風速の推移（平成 28 年～令和 2 年の平均） 

出典：気象庁 過去の気象データ 月毎の平均風速・最大風速の平均より作成 
 

 
図 2-11  余市町の降水量の推移（平成 28 年～令和 2 年の平均） 

出典：気象庁 過去の気象データ 月毎の降水量の平均より作成 
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「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に

関する法律（エネルギー供給構造高度化法）」（平成 21年法律第 72号）では、「再生可能エネルギー源」

について、「太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用することができると

認められるものとして政令（施行令）で定めるもの」としており、その施行令において、「太陽光・風力・水力・地

熱・太陽熱・大気中の熱その他の自然界に存する熱・バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネルギー

源として利用することができるもの）」が再生可能エネルギー源として定められています。 

一方、北海道では導入促進の対象を「新エネルギー」としていますが、この新エネルギーは北海道省エネルギ

ー・新エネルギー促進条例において定められたものであり、再生可能エネルギーの中に含まれる位置づけとなります。 

 

今日では、温室効果ガス削減のためはもちろんのこと、地域資源の有効活用による産業や雇用の創出、災害

に強い地域づくりのために、再生可能エネルギーの活用が求められています。 

 

 

 

図 3-1 再生可能エネルギーの種類 
出典：資源エネルギー庁 HP 
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◆ 潮流発電 
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• 太陽電池を利用して発生させる電気 

• 風力を利用して得られる電気 

• 水力発電設備（出力３万キロワット以下の規模のものに限る。）で発生させる電気 

• 雪氷を熱源とする熱 

• バイオマスを利用して得られる燃焼の用に供する物（薪炭及び紙パルプの製造に伴い

発生する黒液を除く。）、熱又は電気 

• 海水、河川水その他の水を熱源とする熱 

• 波力を利用して得られる電気 

• 潮汐を利用して得られる電気 

• 太陽熱又はこれを利用して発生させる電気 

• 地熱又はこれを利用して発生させる電気 

• 工場、変電所等から排出される熱その他の排出されている熱を再利用して得られる熱

又はこれを変換して得られる電気 

• 再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号。

以下「法」という。）第二条第一項に規定する再生資源をいう。）を原材料とする燃焼

の用に供する物又はこれを燃焼させて得られる熱若しくはこれを変換して得られる電気 

• 使用済物品等（法第二条第一項に規定する使用済物品等をいう。）のうち有用なも

のであって燃焼の用に供することができるもの又はその可能性のあるもの（放射性物質

及びこれによって汚染された物を除く。）を燃焼させて得られる熱又はこれを変換して得

られる電気 

• 発電と同時に得られる熱を給湯、暖房、冷房その他の用途に利用すること 

• 燃料電池を利用して発生させる電気を利用すること 

• 天然ガス、メタノール又は電気を自動車の動力を得ることに利用すること 

図 3-2 「北海道省エネ・新エネ促進条例」で定める「新エネルギー」 

出典：北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例施行規則（平成 12 年北海道規則第 264 号） 
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再生可能エネルギーは、前節で述べたとおり平成 21 年に法によって定義されましたが、その後は様々な経

緯を経て、その必要性・重要性が認識されるようになりました。近年の再生可能エネルギーに係る動向を表 3-

1 にまとめました。 

 

表 3-1 再生可能エネルギーに係る動向 

年月 主な動向 

平成 23 年 3 月～ 東日本大震災 

東日本大震災は、平成 23 年 3 月 11 日に三陸沖の宮城県牡鹿半島の東南東 130km 付

近、深さ約 24kmを震源として発生し、宮城県北部の栗原市で最大震度 7を観測した。この地

震と、地震が起こした大規模な津波により、東北地方を中心に未曾有の被害が発生した。更にこ

の地震にともなって、東京電力株式会社・福島第一原子力発電所で事故が発生し、周辺地域

に深刻な被害をもたらした。結果として、エネルギー安定供給の脆弱性を露見させ、エネルギー政

策の見直しを我が国の喫緊の課題とするとともに、エネルギー安定確保の問題等を世界的課題と

して認識させることとなった。 

平成 24 年 7 月 固定価格買取制度（FIT 制度）の開始 

固定価格買取制度（FIT 制度）は、再生可能エネルギーによって発電された電気を、国が定め

る価格で一定期間電気事業者が買い取ることを義務付ける制度であり、「電気事業者による再

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（FIT 法）」に基づいたものである。本制度

によって再生可能エネルギーの導入量は大幅に増加したが、その一方で国民負担の増大や未稼

働案件の増加、地域とのトラブルなどの課題が浮き彫りとなった。これらの課題を踏まえて平成 29

年 4 月には改正 FIT 法が施行され、制度の見直しが行われた。 

平成 27 年～ SDGs、企業の脱炭素経営、ESG 投資等の取組の進展 

SDGs は Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略であり、平成

27 年 9 月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標である。そ

の目標の一つには、「7.エネルギーをみんなに。そしてクリーンに」が挙げられている。この SDGs

の採択、及び同年 12月に開かれた COP21において「パリ協定」が採択されたことにより、世界中

が脱炭素化に取り組むこととなった。企業や投資についても例外ではなく、これまではあまり取り入

れられていなかった企業の脱炭素経営、ESG 投資等が重視されるようになり、積極的な取り組み

が行われている。 

※ 企業の脱炭素経営：脱炭素の考え方を反映させた企業経営であり、TCFD（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォース、企業が気候

変動への取り組みや影響に関する財務情報を開示するための枠組み）、SBT（Science Based 

Targets、パリ協定が求める基準を達成するための、科学的根拠に基づいた中長期的な温室効果ガ

スの削減目標）、RE100（Renewable Energy 100%、事業活動に必要なエネルギーを全て、

再生可能エネルギーで賄うことを目標とする枠組み）などが挙げられる。 

※ ESG 投資：従来の投資が企業の財務指標を重視してきたのに対し、「環境（Environment）」

「社会（Social）」「ガバナンス（Governance）」の 3 要素を考慮した投資活動を指す。 

平成 28 年 4 月 電力小売全面自由化 

平成 28 年 4 月以前は、家庭や商店向けの電気は各地域の電力会社だけが販売していたが、

電力小売全面自由化により、電気の小売業への参入が全面自由化され、家庭や商店も含む全

ての消費者が、電力会社や料金メニューを自由に選択できるようになった。 

平成 30 年 9 月 胆振東部大震災 

胆振東部大震災は、平成 30 年 9 月 6 日に北海道胆振地方中東部、深さ約 37km を震源

として発生し、最大震度 7 を観測した。地層の液状化や建物の倒壊など、地震そのものによる被

害もさることながら、その後に起きた北海道全域の停電、“ブラックアウト”が大きな問題となり、より

災害に強い電力インフラが求められることになった。 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93
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年月 主な動向 

令和元年～ 新型コロナウイルス感染症の蔓延（国内） 

ヒトに感染するコロナウイルスは、風邪の病原体として人類に広く蔓延している 4 種類と、動物から

感染した重症肺炎ウイルス 2 種類が知られていたが、これらとは違う新たなコロナウイルス、新型コ

ロナウイルスが令和元年に確認され、感染拡大した。この新型コロナウイルスに 2021 年 9 月まで

に感染が確認された人は世界中で 2 億 2 千万人、死亡者は 455 万人である。この新型コロナ

ウイルス蔓延の影響はエネルギー分野にも及び、人の移動の禁止・自粛による石油消費量の減

少による石油価格が低下し、その後は逆に感染拡大からの経済回復による需要増、及び主要産

油国が増産幅拡大に慎重なことを受けた石油価格の高騰が生じている。 

令和 2 年 12 月 2050 カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 

「2050カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」は、2050年カーボンニュートラルの実現に向

けて、今後、産業として成長が期待され、なおかつ温室効果ガスの排出を削減する観点からも取

り組みが不可欠と考えられる分野として 14 の重要分野を設定し、官民連携して取り組まれる成

長戦略である。 
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年月 主な動向 

令和 3 年 3 月 北海道地球温暖化対策推進計画（第３次） 

気候変動問題に長期的な視点で取り組むため、「長期目標として 2050 年までに温室効果ガス

排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボン北海道」の実現を、中期目標として 2030 年度の温室効

果ガス排出量を 2013 年度比で 35%削減すること」を掲げ、その実現に向けて更なる取り組み

を進めるために「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」を策定した。「多様な主体の協

働による社会システムの脱炭素化」、「再生可能エネルギーの最大限の活用」、「森林等の二酸

化炭素 吸収源の確保」等の取り組みに重点的に取り組み、脱炭素化と経済の活性化や持続

可能な地域づくりを推進する。 

※現在改定素案パブコメ中 

令和 3 年 3 月 北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅲ期】 

「北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例」に基づき、省エネルギーの促進や新エネルギーの

開発・導入に向けた施策を計画的に推進することを目的として、「北海道省エネルギー・新エネル

ギー促進行動計画【第Ⅲ期】」を策定した。第Ⅲ期計画では、2030 年に目指す姿として「徹底

した省エネ社会の実現」、「新エネルギーの最大限の活用による地域における持続的なエネルギー

供給と脱炭素化の進展」、「『エネルギー基地北海道』の幕開け」、「環境関連産業の成長産業

化と道内企業の参入拡大などによる地域経済の好循環の実現」を掲げ、その実現に向けた「需

要家の省エネ意識の定着と実践」と新エネについて「多様な地産地消の展開」、「『エネルギー基

地北海道』の確立に向けた事業環境整備」、「省エネ促進や新エネの開発・導入と一体となった 

環境関連産業の振興」の 3 つの挑戦を掲げた。 

令和 3 年 3 月 第 5 期 道の事務・事業に関する実行計画 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」及び「北海道地球温暖化防止対策条例」に基づき、

道が自ら排出する温室効果ガスの抑制を図るとともに、道民や事業者の取り組みを促すことを目

的とし、「道の事務・事業に関する実行計画」を策定している。第 5 期実行計画では、2030 年

温室効果ガス排出量の 50%削減を目標として設定するとともに、再エネ由来電力の調達などに

より、道有施設の庁舎における使用電力量の 70％分相当の温室効果ガス排出量の削減などを

取り組みとして掲げた。 

令和 3 年 5 月 地球温暖化対策推進法の改正 

地球温暖化対策推進法は、｢ゼロカーボンシティ｣を表明する自治体や｢脱炭素経営｣に取り組む

企業の増加、また、脱炭素の取り組みがサプライチェーンを通じて地域の企業に波及していることか

ら、以下の 3 点をポイントとして改正が行われた。 

①パリ協定・2050 年カーボンニュートラル宣言を踏まえ、政策の方向性や継続性を明言、②地

域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭素化促進事業）を推進するための

計画・認定制度の創設、③脱炭素経営の促進に向けた企業の排出量情報のデジタル化・オープ

ンデータ化の推進等 
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年月 主な動向 

令和 3 年 6 月 脱炭素ロードマップ 

脱炭素ロードマップでは、地域課題を解決し、地方創生に資する脱炭素に国全体で取り組み、

更に世界へと広げるために、特に 2030 年までに集中して行う取り組み・施策を中心に、地域の

成長戦略ともなる地域脱炭素の行程と具体策を示したものである。①2030 年までに少なくとも

脱炭素先行地域（2030 年度までに電力消費に伴う二酸化炭素の排出を実質ゼロにする地

域）を 100 か所以上創出、②脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実施することが掲げられ

ており、地域の脱炭素モデルを全国に伝搬し、2050 年を待たずに脱炭素達成を目指す。 

 

令和 3 年 10 月 地球温暖化対策計画 

令和 3 年 10 月に閣議決定され、「2030 年度において、温室効果ガス 46%削減（2013 年

度比）を目指すこと、さらに 50%の高みに向けて挑戦を続ける」という削減目標を踏まえ、二酸

化炭素以外も含む温室効果ガスの全てを網羅し、新たな 2030 年度目標の裏付けとなる対策・

施策を記載し、新目標実現への道筋が示されている。 

 

令和 3 年 10 月 第 6 次エネルギー基本計画 

エネルギー基本計画は、エネルギー政策の基本的な方向性を示すためにエネルギー政策基本法

に基づき政府が策定するものである。第 6 次エネルギー基本計画では、「2050 年カーボンニュー

トラル」及び「2030 年度の温室効果ガス排出 46％削減、更に 50％削減の高みを目指す」とい

う削減目標の実現に向けて、エネルギー政策の道筋を示すとともに、日本のエネルギー需給構造

が抱える課題について、「S+3E（安全性+エネルギーの安定供給、経済効率性の向上、環境

への適合）」という基本方針を前提にした取り組みが示された。 
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世界のエネルギー需要は経済の成長とともに年々増加しており、1965年には石油換算で37億トンでしたが、

年平均 2.5%で増加し続け、2018 年には 139 億トンに達しました。人口増加と発展途上国の経済成長など

により、世界のエネルギー消費量は今後ますます増加すると見込まれています。 

日本のエネルギー消費量は、2004 年をピークに減少傾向にありますが、エネルギー自給率が低く、海外資源

に頼っていることが問題となっています。日本のエネルギー自給率は 11.8% (2018 年)と低く、主要国 35 国中

34 位です。このような状況は、国際情勢などに影響されて安定的にエネルギー源を確保できない可能性、また、

海外からの燃料価格の上昇により日本の経済が打撃を受ける可能性があり、好ましくありません。 

また、近年、自然災害が激甚化する傾向にあり、台風や豪雨による発電設備の損壊や鉄塔・電柱の倒壊、ま

た 2018 年 9 月に発生した北海道胆振東部地震のような地震による大規模停電なども起こっています。エネル

ギーの安定供給のためには、このような自然災害に強いインフラを整備し、早期復旧に取り組むことが急務となりま

す。その方策のひとつが電力ネットワークの改革です。老朽化した設備の更新や送配電網全体の技術基準を高

めていく必要があり、また、地域間で電力を送る「地域間連系線」を増強して電力系統を広域化し、電力を相互

に融通しあうことで、災害にも強い電力ネットワークが実現できます。 

 

 

 

 

図 3-3 主要国の一次エネルギー自給率比較（2018 年） 
出典：資源エネルギー庁 HP 
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地球温暖化をくい止めるため、また、持続可能な発展を成し遂げていくためには、二酸化炭素を排出せず、化

石燃料を使用しない再生可能エネルギーの導入を進めていくことが重要になります。再生可能エネルギーは、現

在、世界各国で導入が進められており、日本でも導入を推進していますが、日本の再生可能エネルギー導入割

合は主要各国の中では低い傾向にあります。図 3-4 に世界主要各国の再生可能エネルギー発電比率をまとめ

ていますが、日本は 16.9%と低い状態にあります。なお、導入された再生可能エネルギーは、水力が最も多く、次いで

太陽光、バイオマス、風力、地熱となっています。 

日本政府は、「地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 22 日閣議決定）」において、温室効果ガス削減

目標を、「中期目標として、2030 年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46%削減することを目指す。

さらに、50%の高みに向け、挑戦を続けていく。」としました。また、「第 6 次エネルギー基本計画（令和 3 年 10

月資源エネルギー庁）」では、2030 年度の野心的な見通しとして再生可能エネルギー発電比率を 34～36%

とし、研究開発の成果の活用・実装が進んだ場合には、38％以上の高みを目指すとしています。この目標を達

成するため、また、脱炭素社会構築のためにも、更なる再生可能エネルギーの導入が望まれます。 

 

 
図 3-4 世界の再生可能エネルギー発電比率（2018 年） 

出典：資源エネルギー庁 
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北海道における新エネルギーの導入状況は下図の通りで、平成 24年度から徐々に増加し、平成 30年度

の導入量は設備容量で 320 万 kW に達しています。また、平成 30 年度の新エネルギーの内訳をみると太陽

光（非住宅）の割合が最も多く、次いで中小水力、風力、廃棄物となっています。 

北海道においても、「北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次）（令和 3 年 3 月）」において、長期

目標として 2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボン北海道」の実現を、中期目標

として 2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 35%削減することを掲げました。この実現のた

め、関係者の連携・協働による効果的な取り組みの拡大を目指すことを目的とした「ゼロカーボン北海道推進

協議会」が設立されました。この協議会の取り組みによって、北海道における新エネルギーの導入が更に増加す

ることが期待されます。 

 

 
図 3-5 北海道における新エネルギー導入実績（設備容量） 

出典：北海道 HP 

 

 
図 3-6 北海道における新エネルギー導入内訳（H30） 

出典：北海道 HP 
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余市町では、これまでに以下の計画を策定し、エネルギー政策や地域再生に取り組んできました。 

 

第 4 次余市町総合計画（平成 24 年～平成 33 年）は、以下の 3 本の目標を柱として策定されました。

豊かな自然に恵まれ、そして先人達がたゆまない努力によって築き上げてきた余市町が、将来にわたって住み良く

活気に満ちた町であり続けるために、町民と行政が手を携えたまちづくりを計画しています。 

◆ 住み良く安心して暮らせるまちを創る 

◆ 多様な資源と人的パワーを活かした元気なまちを創る 

◆ 町民と行政が連携して歩むまちを創る 

なお、令和 3 年度策定予定の第 5 次余市町総合計画では、町内における再生可能エネルギー導入推進に

関する施策を盛り込む内容で、改定に向けた検討を進めています。 

 

 

余市町では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、役場の事務事業からの温室効果ガス排出

量を削減するため、「第 1 期余市町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を平成 24 年 1 月に策定し

ました。現在の「余市町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」は第 2 期であり、計画期間の平成 29 

年度から平成 33 年度までの 5 年間で町の対象施設における温室効果ガス（二酸化炭素）の排出量を、平

成 27 年度の基準値から 5％削減する目標値を定めています。 

平成 29 年度時点の結果では、温室効果ガス（二酸化炭素）の総排出量は基準年（平成 27 年度）

の 4,547,403kg-CO2から、4,456,015kg-CO2に減少し、およそ 2.0%が削減されました。 

 

 

図 4-1 役場事務事業からの二酸化炭素排出量の推移  
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余市町では、町で行っている再生可能エネルギー事業はありませんが、固定価格買取制度（FIT 制度）

において買取を行っている発電設備が公表されています（表4-1）。余市町では、現在太陽光発電及びバイ

オガス（メタン発酵ガス）発電が導入されており、合計約 3,500kW が買取されています。 

 

表 4-1 余市町における固定価格買取制度導入件数及び容量 

再エネ種 

太陽光発電 

メタン発酵ガス 
10kW 未満 

10kW 以上 

50kW 未満 

50kW 以上 

500kW 未満 

500kW 以上 

1000kW 未満 

1000kW 以上 

2000ｋW 未満 

導入件数 80 件 10 件 2 件 － 1 件 1 件 

導入容量 379kW 264kW 968kW － 1,750kW 150kW 

出典：「固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト」（資源エネルギー庁） 

 

 
余市町の公共施設によるエネルギー消費量は、年間で約 8,544MWh です。エネルギー種類別にみると、

電力の消費が最も多く、次いで A 重油、灯油の順位になっています。 

施設別にみると、学校の中でも児童数が多い黒川小学校や下水道管理センター、余市川浄水場でのエネ

ルギー消費量が多くなっています。 

 

 

図 4-2 余市町公共施設におけるエネルギー使用量（令和元年度） 

 

  

     

0.2%
軽油

1%

A重油

22%

灯油

19%

LPガス

2%

電力

56%

合計 8,544MWh
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表 4-2 余市町公共施設におけるエネルギー使用量（令和元年度）(1) 

 
  

単位：MWh/年

ガソリン 軽油 A重油 灯油 LPガス 電力

役場庁舎 0 0 201 0 4 190 395

建設課（地下） 0 0 0 7 0 0 7

車庫 0 0 0 24 1 5 30

排水機場 0 0 0 0 0 50 50

流融雪ポンプ場 0 0 0 0 0 51 51

円山公園ふれあい施設 0 0 0 33 0 23 56

団地集会場 0 0 0 0 0 3 3

黒川団地 0 0 0 0 0 21 21

美園団地A棟 0 0 0 0 0 34 34

美園団地B棟 0 0 0 0 0 29 29

下水道管理センター 3 0 0 152 0 736 891

黒川第１ポンプ場 0 0 0 0 0 83 83

山田中継ポンプ場 0 0 0 0 0 76 76

浜中中継ポンプ場 0 0 0 0 0 48 48

沢町中継ポンプ場 0 0 0 0 0 34 34

大川第２ポンプ所 0 0 0 0 0 5 5

黒川第２ポンプ所 0 0 0 0 0 29 29

黒川第３ポンプ所 0 0 0 0 0 1 1

栄第１ポンプ所 0 0 0 0 0 3 3

富沢ポンプ所 0 0 0 0 0 6 6

黒川第４ポンプ所 0 0 0 0 0 6 6

栄第２ポンプ所 0 0 0 0 0 1 1

余市川浄水場 0 0 0 0 0 826 826

余市川取水ポンプ場 0 0 0 0 0 227 227

モイレ台系配水池外８件 0 0 0 0 0 2 2

水道モイレ団地外２件 0 0 0 0 0 11 11

豊丘中の川浄水場 0 0 0 0 0 108 108

山田地区増圧ポンプ場 0 0 0 0 0 3 3

沢地区増圧ポンプ場 0 0 0 0 0 5 5

豊丘地区増圧ポンプ場 0 0 0 0 0 10 10

豊浜地区浄水場 0 0 0 0 0 13 13

東部栄地区浄水場 0 0 0 0 0 53 53

東部登地区浄水場 0 0 0 0 0 43 43

梅川地区浄水場 0 0 0 0 0 1 1

勤労青少年ホーム 0 0 0 13 0 8 21

農道離着陸場 3 0 0 0 0 1 4

労働福祉会館 0 0 0 0 0 3 3

観光物産センター 0 0 0 56 10 99 165

余市宇宙記念館 1 0 0 44 0 75 121

商工観光課 3 0 0 0 0 0 3

水産加工研修センター 0 0 0 0 0 1 1

水産加工排水処理場 0 6 0 6 0 216 228

フィッシャリーナ 1 0 0 1 0 7 9

梅川構造改善センター 0 0 0 0 0 1 1

山田構造改善センター 0 0 0 3 0 3 7

栄構造改善センター 0 0 0 1 0 1 2

農村活性化センター 2 0 0 7 1 11 20

登農村公園管理棟 0 0 0 0 0 1 1

余市漁港外 0 0 0 0 0 33 33

白岩町飲料水供給施設 0 0 0 0 0 4 4

余市ダム 0 0 0 0 0 11 11

町営斎場 0 0 0 271 0 21 292

クリーンセンター 0 33 0 0 0 208 241

登水処理施設 0 0 0 0 0 17 17

東大浜中福祉の家 0 0 0 2 0 11 13

大浜中老人寿の家 0 0 0 0 0 4 4

施設（建物）名称
燃料種別

合計
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表 4-3 余市町公共施設におけるエネルギー使用量（令和元年度）(2) 

 

  

単位：MWh/年

ガソリン 軽油 A重油 灯油 LPガス 電力

登老人寿の家 0 0 0 2 0 1 3

豊丘老人寿の家 0 0 0 0 0 0 0

黒川会館 0 0 0 0 0 1 1

浜中会館 0 0 0 1 0 1 2

美園会館 0 0 0 0 0 0 0

潮見会館 0 0 0 0 0 0 0

白岩会館 0 0 0 0 0 0 0

豊浜生活改善センター 0 0 0 0 0 2 2

黒川八幡生活館 0 0 0 1 0 1 2

黒川１７区生活館 0 0 0 0 0 1 1

老人福祉センター 0 0 0 52 0 4 56

福祉センター 0 0 0 37 0 10 48

黒川児童館 0 0 0 20 1 7 28

大川保育所 0 0 0 42 6 6 54

中央保育所 0 0 0 31 5 9 45

沢町児童館 0 0 0 8 0 3 11

黒川小学校 0 0 692 262 31 150 1,134

沢町小学校 0 0 0 385 16 145 546

大川小学校 0 0 0 92 17 198 307

登小学校 0 0 0 0 2 21 23

東中学校 0 0 357 50 19 292 717

西中学校 0 0 454 0 11 92 556

旭中学校 0 0 0 7 14 112 133

社会教育課 0 0 0 0 0 0 0

公民館 3 5 76 11 1 157 252

博物館 1 0 0 24 0 14 38

図書館 2 0 120 0 0 42 165

福原漁場 0 0 0 0 0 13 13

今記念館 0 0 0 0 0 0 0

運上家 0 0 0 3 0 6 9

フゴッペ洞窟 0 0 0 14 0 10 24

ジャンプ台 0 1 0 3 0 8 12

施設（建物）名称
燃料種別

合計
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余市町におけるエネルギー使用量は、合計で 342,436MWh/年となります（2018 年）。部門別のエネ

ルギー消費量をみると、家庭部門の消費量が最も多く、次いで製造業、業務その他部門の役場以外の業種

となっています。また、エネルギー消費量の詳細をみると、家庭部門において最も消費されているエネルギー種は

灯油、軽油、ガソリン等であり、次いで電力が消費されています。製造業では様々なエネルギー種が消費されて

いますが、その中では電力の消費量が最も多くなっています。 

 

 
図 4-3 余市町における部門別エネルギー消費量（2018 年） 

（都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）より都道府県按分法にて算出） 

 

 
図 4-4 余市町における部門別エネルギー消費量（2018 年、詳細） 

（都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）より都道府県按分法にて算出） 
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ここでは、余市町に存在する再生可能エネルギーにはどんなものがあるのか、それがどのくらいあるのか、どのように

利用できるかについて考えます。 

再生可能エネルギーには、現在の技術では利用できないもの、技術的には可能ですが法令等による規制のた

めに利用できないものがあります。また、これらの問題をすべてクリアしたとしても、事業として導入を考えた場合には

採算性が悪いなどの理由で利用できないものもあります。 

これらの有効利用の可能性がある再生可能エネルギーを量的・質的に把握するための指標として、賦存量及

び導入ポテンシャル、シナリオ別導入ポテンシャルがあります。なお、シナリオ別導入ポテンシャルは具体的な事業

性を考えるときに扱うものであるため、ここでは賦存量及び導入ポテンシャルを取り上げます。 

 

 
図 5-1 再生可能エネルギー概念図 

参考：環境省 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 

 

  

全自然エネルギー：地域に存在するすべての再生可能エネルギー量

賦存量：現在の技術で利用可能な再生可能エネルギー量
制約要因を考慮しない

導入ポテンシャル：制約要因を考慮した再生可能エネルギー量
法令・土地用途などに制約を受ける

シナリオ別導入ポテンシャル：事業のシナリオを考慮した再生可能
エネルギー
事業採算性等も考慮する

賦 存 量：設置可能面積、平均風速、河川流量等から理論的に算出することがで

きるエネルギー資源量のうち、現在の技術水準で利用可能なもの。 

導入ポテンシャル：賦存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土

地の傾斜、法規制、土地利用、居住地からの距離等）により利用でき

ないのものを除いたもの。 
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把握する再生可能エネルギーについては、以下の項目とします。ただし、洋上風力については、現時点で海上

のどこまでを余市町の賦存量・導入ポテンシャルとみなすのかは難しいため、ポテンシャルマップの作成のみとします。 

 ・太陽光 

 ・陸上風力 

 ・洋上風力 

 ・バイオマスエネルギー（畜産・木質） 

 ・中小水力 

 ・地熱 

 ・地中熱 

 ・雪氷冷熱 

 

得られた再生可能エネルギーを下表にまとめ、それぞれの詳細については次ページからまとめます。 

下表より、用途が限られている雪氷冷熱を除いた再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを合計すると、電力

で 865 千 MWh/年、熱量で 986TJ/年（＝274 千 MWh/年）となります。この値は、前述した余市町の消

費エネルギーである 342,436MWh/年を大きく上回っています。もちろん、利用の仕方に工夫が必要になります

し、すべての再生可能エネルギーを活用することは難しいことですが、再生可能エネルギーを活用することで、町内

のエネルギーを賄うことができるのです。 

 

表 5-1 余市町再生可能エネルギーの賦存量・導入ポテンシャル 

 
 

※中小水力は REPOS の設備容量から、設備利用率を 70%（環境省 小水力発電情報サイトより）として算出。 

※バイオマスについては、現時点では畜産及び木質バイオマスについて求めており、農業廃棄物、水産廃棄物、水産加工残渣等につ

いては継続調査中である。 

※バイオマス（畜産）は、新得町役場からの値を使用し、「バイオマス技術ハンドブック」（オーム社，平成 20 年 10 月）より乳用牛

を対象に牛糞尿のバイオガス発生量を 0.27m3/kg、発熱量を 21.6MJ/ｍ3(6kWh/ｍ3)（メタン 60％と仮定）として熱量を推

計。 

※バイオマス（木質）は「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」（北海道）の値を使用。 

※相当世帯数は、「2017 年度の家庭のエネルギー事情を知る～家庭でのエネルギー消費量について～」（環境省ホームページ）よ

り、地方別世帯当たり年間電気使用量 3,906kWh/世帯・年、地方別世帯当たり年間エネルギー消費量より 51.2GJ/世帯・年

より算出。  

191千GWh/年 55.8千MWh/年 － 14,286

0.77千MW/年 804千MWh/年 － 205,837

畜産 14,290 ｔ/年 － 0.03億MJ/年 59

木質 6,201 DW-t/年 － 0.97億MJ/年 1,895

－ 0.5千MWh/年 － 128

－ 4.67千MWh/年 － 1,196

－ － 8.86億MJ/年 17,305

5,300千 GJ/年 － － －

865 千MWh/年
986 TJ/年

（274千MWh/年）
導入ポテンシャルの合計

地熱（低温バイナリ―）

地中熱

雪氷冷熱

太陽光（住宅）

陸上風力

バイオマス

中小水力

種類 賦存量
導入ポテンシャル

（電力）

導入ポテンシャル

（熱量）
相当世帯数
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太陽光発電は、シリコン半導体などに光が当たると電気が発生する現象を利用し、太陽の光エネルギーを太

陽電池（半導体素子）を用いて直接電気に変換する発電方法です。 

特徴としては、屋根や壁などに設置可能であるため、新たな設置場所を用意する必要がないことが挙げられ

ますが、その反面、気象条件に左右されるため、大規模な利用を行う場合には蓄電池を組み合わせることが

多くなっています。エネルギー源が太陽光であるため導入しやすく、災害時の非常用電源としても用いられること

が多いエネルギーです。 

 

 
図 5-2 太陽光発電システム 

出典：一般社団法人 太陽光発電協会 HP 
 

賦存量の推計 

太陽光発電の賦存量は、NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の日射

量データベース閲覧システムを用いて、月ごとのそれぞれの最適傾斜角における斜面日射量を求めて推計しま

した。ただし、町全体の太陽光を利用するということは現実的ではないことから、近年では太陽光の賦存量は求

めない傾向があります。 

 

 
 

  

賦存量＝最適傾斜角における日射量×町の面積 

   ＝ 3.72kWh/m2/日 × 365 日 × 140.59km2 

     ≒ 191,000,000,000 kWh/年 

     ≒ 191,000 GWh/年 
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導入ポテンシャルの推計 

太陽光発電の導入ポテンシャルは、「環境省 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」より作

成した住宅用太陽光導入ポテンシャルマップ(L3)から求めました。 

REPOS では、導入ポテンシャルについて設備容量及び年間発電電力量を求めています。なお、設備容量

とは太陽光発電設備がどれだけ発電できるかを示した指標であり、年間発電電力量とは、設備容量と利用時

間数、設備利用率から計算される年間の発電量を指します。余市町全体の太陽光導入ポテンシャルは、設

備容量で 50,000kW、年間発電電力量で 55,795MWh/年です。 

 

図 5-3 太陽光導入ポテンシャルマップ（設備容量） 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 

 

 

太陽光発電における課題 

太陽光発電は、エネルギー源が太陽光であるため、用地を特別準備せずに発電を行うことができますが、そ

のエネルギー源の性質上、発電量が気象条件に左右されてしまいます。 

また、導入コストは年々下がってきていますが、それでも高額であることが課題となります。 

なお、太陽光発電設備については、環境省から「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイド

ライン（第二版）」が発表されており、そのリサイクル・リユースが推進されています。  

REPOS ポテンシャルマップより、 

導入ポテンシャル ＝ 50,000kW（設備容量） 

   ＝ 55,795 MWh/年（年間発電電力量） 
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風力発電は、その名のとおり風のエネルギーによって発電を行うもので、風さえあれば昼夜問わず発電するこ

とができます。日本の風力発電は、欧米諸国と比較すると遅れていましたが、2000 年以降、導入件数は増え

ています。 

風力発電では、風の力を利用して風車を回し、その回転を発電機で電気に変えています。大規模に発電す

ることができれば、火力発電所と同じくらいの電力を作ることができますが、風車を建設することのできる用地が

限定的であることがネックとなっています。このため、陸上ではなく海上で風力発電を行う洋上風力発電も検討

されることが増えました。 

 

 

賦存量の推計 

陸上風力の賦存量は、「平成 28 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報の整備・公開等

及び再生可能エネルギー設備導入に係る実績調査に関する委託業務報告書（環境省）」の巻末資料 5

「賦存量・導入ポテンシャルに係る市区町村別集計表」の中で公開されている陸上風力の賦存量から、

773,000kW と求めました。これは、環境省で地上高 80ｍにおける年間平均風速 5.5ｍ/ｓ以上のメッシュ

の面積を集計したものです。 

 

 

  

「平成28年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報の整備・公開等及び再生

可能エネルギー設備導入に係る実績調査に関する委託業務報告書」より、 

賦存量 ＝ 773,000 kW/年 
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導入ポテンシャルの推計 

陸上風力の導入ポテンシャルは、REPOS より作成した陸上風力導入ポテンシャルマップから求めました。な

お、REPOS のポテンシャルマップは、実際に導入されている主要な風力発電機種を踏まえ、高度 80m の風

況マップデータを利用して風速 5.5m/s 以上のメッシュ（500m メッシュ）を抽出しました。 

余市町全体の陸上風力導入ポテンシャルは、設備容量で 339,000kW、年間発電電力量で

804,071MWh/年です。 

 

 

図 5-4 陸上風力導入ポテンシャルマップ（風速） 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 

 

 

陸上風力における課題 

陸上風力は、日本では発電コストが高いことが課題となっています。自然環境や住環境への配慮が必要と

なるため、それらを調整するためのコストも必要となります。また、風力発電によって発電された電気は、周波数

が 10Hz～20Hz で不安的なものであるため、 周波数を調整し、安定したものへと変換するための対応が必

要となります。  

REPOS ポテンシャルマップより、 

導入ポテンシャル ＝ 339,000kW（設備容量） 

   ＝ 804,071 MWh/年（年間発電電力量） 
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洋上風力は、陸上風力と同様に風のエネルギーを電気のエネルギーに変換するもので、そのための発電設

備が陸上ではなく海上（洋上）にあります。 

洋上風力の設備としては、着床式（風力発電設備の基礎を海底に固定して建設する工法）は実用化が

進んでいますが、近海の水深が急激に大きくなる日本では、浮体式（海上に船を浮かべるようにして、浮体とし

て風力発電設備を海に浮かべる工法で、ワイヤーで海底に係留する）のほうが適していると考えられます。 

 

導入ポテンシャルの推計 

洋上風力の導入ポテンシャルについては、REPOSより作成したポテンシャルマップのみを掲載します。なお、ポ

テンシャルマップは、海面上 140m の風況マップデータを利用して風速 6.5m/s 以上のメッシュ（500m メッシ

ュ）を抽出しました。 

 

 

図 5-5 洋上風力導入ポテンシャルマップ（風速） 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 

洋上風力における課題 

洋上風力は、陸上よりも制約が少ないため大規模化でき、また、陸上よりも適した風況（陸上から離れる

ほど風速が速い、海上の方が風の乱流が少ない）である利点があります。しかし、海上では工事費が陸上より

も割高であり、メンテナンスについてもコストが割高となります。また、船舶や航空交通との調整、鳥類や魚介類

への環境配慮等の課題も挙げられます。 
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日本は水資源に恵まれており、古くから水力による発電が行われてきました。ダム等を利用した大規模なもの

が多く用いられてきましたが、近年では河川や農業水路を利用した中小水力による発電が盛んになっています。 

中小水力は、河川水など自然に流れている水を利用するため、昼夜を問わず発電が可能です。また、他の

再生可能エネルギーと比較しても、設備利用率が高く発電効率が良いのが特徴です。 

中小水力発電は、まだまだ開発できる地点が多く残されており、今後の更なる開発が期待されます。 

 

導入ポテンシャルの推計 

中小水力の導入ポテンシャルは、REPOS より作成した河川の中小水力導入ポテンシャルマップから求めまし

た。 

余市町の河川で中小水力導入ポテンシャルが確認されたのは梅川上流域のみで、設備容量で 80kW、年

間発電電力量で 490MWh/年（設備利用率を 70%（環境省 小水力発電情報サイトより）として算出）

です。 

 

 

図 5-6 中小水力導入ポテンシャルマップ（設備容量） 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 

 

 

REPOS ポテンシャルマップより、 

導入ポテンシャル ＝ 80kW（設備容量） 

           ＝ 490MWh/年（年間発電電力量） 
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中小水力における課題 

中小水力は、昼夜を問わず安定して発電することができますが、設置できるのは河川の中でも流量・落差が

ある箇所に限られます。また、河川法などの法的手続きが煩雑、水使用の利害関係の難しさなどの問題もあり

ます。 

 

 

  



 

34 

 

 
バイオマスとは、動植物などから生まれた生物資源の総称であり、その活用は地域の廃棄物の削減にも繋が

ります。ここでは、北海道で活用されることが多い畜産、また、余市町では果樹栽培が盛んであることから、果樹

剪定枝を含めた木質の賦存量及び導入ポテンシャルについて検討しました。 

 

 
畜産バイオマスでは、家畜のふん尿をメタン発酵させ、発生したバイオガスを燃料として利用します。このメタン

発酵は、家畜のふん尿からエネルギーを取り出すだけではなく、ふん尿の臭いやふん尿による河川などへの水質

汚染をなくすことができ、また、発酵後に出てくる消化液は肥料として活用できるなどの利点もあります。 

 

賦存量及び導入ポテンシャルの推計 

余市町で飼育されている家畜の糞尿について、その賦存量を「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」

（北海道）から求めました。また、この内乳用牛の糞尿について利用可能であるとして、得られる熱量を導入

ポテンシャルとして算出しました。その結果、賦存量は 14,290ｔ/年、導入ポテンシャルは 0.03 億 MJ/年

（＝833MWh/年）でした。 

 

表 5-2 バイオマス（畜産）賦存量及び熱量 

 
※ バイオマス（畜産）は「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」（北海道）の値を使用し、家畜糞尿は「バ

イオマス技術ハンドブック」（オーム社，平成 20 年 10 月）より乳用牛を対象に牛糞尿のバイオガス発生量
を 0.27m3/kg、発熱量を 21.6MJ/ｍ3(6kWh/ｍ3)（メタン 60％と仮定）として熱量を推計しました。 

 

 
 

 

バイオマス（畜産）における課題 

畜産バイオマスを行う際の課題としては、メタン発酵を行うためのバイオガスプラントの設置にかかる費用が高

額であることが挙げられます。また、バイオガスプラントへの家畜ふん尿の収集・運搬、逆にバイオガスプラントから

農家へ消化液の運搬など、コスト面について検討する必要があります。  

乳用牛 390 6,406 439 160,235 3,461,076

肉用牛 0 0 0 0 0

豚 3,600 7,884 0 0 0

採卵鶏 0 0 0 0 0

14,290 439 160,235 3,461,076合計

糞尿発生量

（賦存量）

（ｔ/年）

熱量

（導入ポテンシャル）

（MJ/年）

バイオガス発生量

（m3/年）
家畜種 飼養頭羽数

バイオガス発生量

（m3/日）

賦 存 量 ＝ 14,290 ｔ/年 

導入ポテンシャル ＝ 3,461,076 GJ/年 

≒ 0.03 億ＭＪ/年 （＝833MWh/年） 
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木質バイオマスは、バイオマスとして木材を活用するもので、果樹剪定枝以外にも林地残材や公園樹等の

剪定枝、農業残渣、製材廃材など、多様な種類の木材を対象としています。このため、使用する木材の性質

や特徴等に合わせた活用が必要になります。 

 

賦存量及び導入ポテンシャルの推計 

余市町の森林面積は国有林 6,116ha、民有林 3,242ha（うち町有林 273ha、私有林等 2,969ha）

であり、この森林から得られる木材及び町内の果樹等の剪定枝、製材廃材などから、木質バイオマスの賦存量

を「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」（北海道）より求めました。また、これらがすべて利用可能である

として、得られる熱量を導入ポテンシャルとして算出しました。その結果、賦存量は 6,201DW-ｔ/年、導入ポ

テンシャルは 0.97 億 MJ/年（＝27 千 MWh/年）でした。 

 

表 5-3 バイオマス（木質）賦存量及び熱量 

 
※ バイオマス（木質）は「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」（北海道）の値を使用しました。 

 

 
 

 

バイオマス（果樹剪定枝）における課題 

果樹剪定枝などの木質バイオマスを燃料として事業化するには、木質バイオマスの収集・運搬をどのように効

率的に行うのかが課題となります。また、熱利用等を想定する場合、設備導入が高コストであることも検討する

必要があります。 

 

  

木材種 年間賦存量（DW-t/年） 熱量（GJ/年）
林地残材 704 12,744
切捨間伐材 1,026 21,844
果樹剪定枝 1,987 22,847
稲わら 195 2,656
麦わら 0 0
その他農業残渣 565 6,106
ササ 0 0
ススキ 129 1,757
国産材製材廃材 1,080 19,547
外材製材廃材 117 2,112
建築廃材 292 5,284
新増築廃材 73 1,327
公園剪定枝 33 375

合計 6,201 96,599

賦 存 量 ＝ 6,201 DW-ｔ/年 

導入ポテンシャル ＝ 96,599 GJ/年 

≒ 0.97 億ＭＪ/年（＝27 千 MWh/年） 
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地熱発電は、火山帯に位置する日本では早くから注目されてきました。地熱発電では、地下の地熱エネル

ギーを使うため、化石燃料のように枯渇する心配がありません。また、掘削した井戸から噴出する地熱の蒸気に

より、昼夜を問わず発電することが可能です。 

現在、地熱発電は主にバイナリー方式で行われています。バイナリー方式は、地熱の温度が低く、十分な蒸

気が得られない時などに、地熱によって沸点の低い媒体を加熱し、媒体蒸気でタービンを回して発電するもので

す。 

 

図 5-7 地熱：バイナリー方式の原理 
出典：資源エネルギー庁 HP 

 

賦存量の推計 

余市町で確認された地熱の賦存量は、地熱の中でも 53～120℃のものを利用する「低温バイナリー」のみ

で、REPOS より下記の通り賦存量マップを作成しました。 

 

 

図 5-8 地熱（低温バイナリー）賦存量 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 
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導入ポテンシャルの推計 

REPOS より、余市町全体の地熱（バイナリー）導入ポテンシャルは、設備容量で 760kW、年間発電電

力量で 4,647MWh/年です。 

 

 

 

 

地熱（バイナリー）における課題 

地熱を利用するには、地下に熱源がある必要があり、掘削しそれを掘り当てる必要があります。また、地熱の

熱源がある場所は、公園や温泉などの施設と重なることがあり、その関係者との調整が必要になります。 

 

 

  

REPOS より、 

導入ポテンシャル ＝ 760kW（設備容量） 

   ＝ 4,647 MWh/年（年間発電電力量） 
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地中熱は、地下の比較的浅い地盤に存在する熱エネルギーを利用します。地中の温度は、地表のように変

動せず、年間を通してほぼ一定であるため、夏は地表より涼しく、冬は地表より暖かくなります。この温度差を冷

暖房に利用します。 

地中熱による冷暖房は、密閉式であるため環境汚染の心配がなく、屋外への排熱が無いため、ヒートアイラ

ンド現象も生じづらくなります。また、エアコンのように室外機がないため、非常に静かであるのが特徴です。 

 

図 5-9 地中熱の利用形態 
出典：特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 HP 

 

導入ポテンシャルの推計 

地中熱の導入ポテンシャルは、REPOS より作成した導入ポテンシャルマップから求めました。 

余市町の地中熱導入ポテンシャルは、設備容量で 8.86 億 MJ/年（＝246 千 MWh/年）です。 

 

 

図 5-10 地中熱導入ポテンシャルマップ（設備容量） 
出典：国土地理院、環境省再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 
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地中熱における課題 

地中熱は、環境負荷が少ない優れた再生可能エネルギーですが、設備導入に係る初期コストが高いことが

課題となります。 

  

REPOS より、 

導入ポテンシャル ＝ 8.86 億 MJ/年（設備容量）（＝246 千 MWh/年） 
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雪氷冷熱は、冬の間に降った雪や、冷たい外気を使って凍らせた氷を保管し、冷熱が必要となる時季に利

用するものです。北海道ではその気象条件から雪を大量に入手できるため、余市町にも適した再生可能エネ

ルギーであると考えられ、農業や食品加工、ワイナリー等に利用が期待されます。 

 

賦存量の推計 

雪氷熱の賦存量及び導入ポテンシャルは、「再生可能エネルギー資源等の賦存量等調査の手法と結果

（状況報告）（2011 年、総務省）」より、以下の数式で求めることができます。 

 

賦存量：町内に降雪した雪から得ることのできる冷熱量 

 ＝最深積雪深 ×町面積×比重 

×{－雪温×低圧比熱 A＋放流水温×低圧比熱 B＋融解潜熱} 

導入ポテンシャル：除雪収集可能な雪から得ることのできる冷熱量 

 ＝最深積雪深×除雪面積×比重 

×{－雪温×低圧比熱 A＋放流水温×低圧比熱 B＋融解潜熱}×設備効率 

 

上記の数式で求めた余市町の雪氷冷熱賦存量は、5,300,000 GJ/年（＝1,472 千 MWh/年）となり

ます。 

なお、導入ポテンシャルについては、除雪収集可能な雪量を求める必要があることから、ここでは求めていませ

ん。 

 

 

 

 

雪氷冷熱における課題 

雪氷冷熱の利用は、従来除雪・排雪と処理のために費用が掛かっていた雪をエネルギーに変えることができ、

また北海道の市町村ではその賦存量が大きいことから、利用しやすい再生可能エネルギーであると考えられます。

しかし、雪を保管する雪氷庫を設置するには広い面積が必要であり、初期投資費用が割高となります。 

 

 

  

賦 存 量 ＝ 5,300,000 GJ/年（＝1,472 千 MWh/年） 
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4 章では余市町のエネルギー使用状況、5 章では余市町の再生可能エネルギー賦存量と導入ポテンシャル

を把握しました。その結果、再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは消費エネルギーを大きく上回っていて、再

生可能エネルギーを活用することで、町内のエネルギーを賄うことができるということが分かりました。 

ここで、再エネ・省エネ推進について部門別に考えると、下図より、家庭部門は省エネや家庭への再エネ導

入、また、運輸部門は EV など脱炭素車両の導入が主な対策となることが分かります。そのため、これら 2 部門

については今後別途検討するものとし、本ビジョンでは、農林水産業部門、鉱建設業部門、製造業部門、業

務他部門について検討します。 

 

 

 

図 6-1 部門別エネルギー消費量と再エネ導入検討の方向性 

※農地における太陽光発電導入ポテンシャルは継続調査中（REPOS は住宅データのみであるため）。 
 

  

部門別エネルギー消費量 再エネ・省エネ推進の方向性 今後の検討方針

太陽光発電・蓄電池・EV等導入促進
省エネ設備・省エネ建築・省エネ行動

EV等脱炭素車両の導入推進
物流システムの脱炭素化

豊富な再エネポテンシャルの供給源
[太陽光発電・未利用バイオマス資源等]
設備等のエネルギー転換（電化）

脱炭素型建設機械等の導入

未利用バイオマス資源・未利用熱の活用
設備等のエネルギー転換（電化）

太陽光発電・蓄電池・EV等導入促進
公共施設の再編
省エネ設備・省エネ建築（ZEB化）
設備等のエネルギー転換（電化）

省エネ行動実践ハンドブック等の検討
再エネ導入関連補助金の整理

脱炭素交通計画検討
脱炭素車両導入関連補助金の整理

＜本ビジョンでの検討範囲＞

今後別途検討

地域課題の整理

地産地消可能な再エネ
ポテンシャルの整理

再生可能エネルギー
地産地消推進重点

プロジェクトの立案
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余市町が抱える地域課題と対応方針、再エネポテンシャル調査結果等を踏まえて、余市ブランドを強化し

地域課題解決に繋がる再エネ利活用重点プロジェクト案（ａ.～ｆ．の 6 事業）を検討しました。 

果樹栽培、ワインツーリズム等を中心とした地域産業振興を推進する中、再生可能エネルギーの活用や地

域資源を活用した地産地消エネルギーモデルを組み合わせて進めることで、余市ブランドを強化・確立すること

を目指します。 

また、新たに再編計画を進めている道の駅について、再エネ導入のモデル事業や地域資源・エネルギーに係

る情報発信の拠点として位置付けることで、町内・町外に「環境に取り組む余市町」を訴求し、通過点ではな

く、道の駅への訪問を目的とした観光客を取り込むきっかけとします。 

更に、太陽光発電や風力発電等の大規模な再生可能エネルギー導入事業では、道外の大手民間企業

が参入し、地域経済と離れたところで事業が進むことが多くなります。一方、小規模であっても地域の資源・エネ

ルギーを地域（公共・民間企業・町民）で活用できる再エネ導入事業を推進することによって、新たな雇用

創出を図ることが可能となります。同時に、本事業を推進することで、町内の CO2 排出量を削減し、2050 年

カーボンニュートラル社会の実現に向けた持続可能なまちづくりを実現することができます。 
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図 6-2 再生可能エネルギー導入重点プロジェクトの概要 

 

 

図 6-3 再エネ導入により目指すまちの在り方 

ワイン生産を
中心としたブ
ランディング事

業

b.メタン発酵
発電実現
可能性調査

c.ゼロカーボン道の駅推進事業
観光拠点／防災拠点

／脱炭素モデル

a.ソーラー
シェアリング
実証調査

〇再エネ導入による地域ブランドの確立
○新たに再編する道の駅⇒再エネ導入モデル・情報発信拠点
○再エネ導入事業化推進による新たな雇用創出⇒地産地消
〇2050カーボンニュートラル社会に向けた持続可能なまちづくり

Ⅱ防災・減災に対応したレジリエンスな地域の実現

Ⅰ地域ブランド価値の向上

災害時の
BCP対策
道の駅再編

地域産業
（農業・漁
業・農水産
加工業）の
未利用資源
利活用

分散型エネ
ルギー

再エネ導入
推進
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ソーラーシェアリング導入事業は、ビンヤードや果樹園等における営農型太陽光発電事業です。太陽光発

電による電気使用量の削減と災害時・非常時の電力供給等のレジリエンス強化を実現すると共に、余市産ワ

インの更なるブランド化や脱炭素型農業の推進による新たな環境価値の向上を目指します。 

 

ソーラーシェアリング 先進事例現地調査結果概要 

千葉エコ・エネルギー（株） 

千葉商科大学 
静岡県果樹研究センター 

⚫ 遮光率は 40%程度だが、果実系の果物であれば
糖度を上げるためなるべく日が当たった方が良いの
で、30%程度の方が良い。 

⚫ 地形や傾斜、角度によって実際の照度は異なり、午
前中の光合成が盛んな時間帯に斜めから日が射す
のであれば、多少遮光率が高くても問題無い。 

⚫ ブドウの生育へのモニタリング項目として、節間の伸び
具合、着果時期、葉の色、果実の色づき等が考えら
れる。色づきを考えると、白ワイン用ブドウの方が無難
かもしれない。 

⚫ ワインづくりは白百合酒造（山梨県）の協力を得て
行っている。 

⚫ ブドウ棚と太陽光架台は独立している。 
⚫ 果樹園やビンヤードの上に施工する場合は、作業性

が悪いので工事費が上がる可能性がある。 

⚫ 文献調査を行い、遮光率 30%なら問題無いと
判断した。 

⚫ 実証栽培した結果、多少着色が遅れる等の影
響はあったが、最終的に収穫量としてもブルーベリ
ー及びキウイでは問題無い結果であった。 

⚫ キウイの支柱の列に合わせ、作業用の導線に邪
魔にならないよう架台を設置した。 

⚫ 遮光率だけでなく、パネルのサイズや角度、設置
高さなどで影の影響が変わってくる。 

⚫ モニタリング調査項目として、糖度はハンディ型糖
度計で簡単に図ることができる。果実については、
収穫開始期と収穫盛期（約 8 割収穫）、収穫
終了期を記録しておくと良い。 

⚫ ブルーベリーでは何段階かで着色の色見表があ
る。ワイン用ブドウについても、品質チェック項目を
調べる必要がある。 

キウィ畑のソーラーシェアリング
（2021年12月14日）（静岡県果樹研究    ）

ワイン用ブドウのソーラーシェアリング
（2021年12月13日）（千葉商科大学）

ワイナリーのビンヤード

ビンヤードに併設する
ワイナリー＆レストラン

• 太陽光発電供給による消費電力量の削減（電気使用料削減）、脱炭素型農業の推進
• 災害時・非常時（系統電源不通）の電源供給
• 環境配慮型農業による環境価値向上、新たなブランディングによる地域経済波及効果、入込観光客増

道外先進地事例調査
を踏まえた余市での課題

• 遮光率は30％程度が妥当か
• 果樹を含めた風荷重要検討
• 果樹園での効率的工事方法検討
• 雨垂れ・土湿条件変化要チェック
• 果実モニタリング（果実色・着果時期・

結実量・糖度等）
• 非常時電源対応
• 積雪対応（角度45度？架台強度等）

ソーラーシェアリング事業

• ビンヤード（ワイン用ブドウ）
• 果樹園（ブドウ、リンゴ、桜桃

等）
• 市民農園 等

• ワイナリー＆レストラン
• 観光農園拠点
• 果樹農家建屋
• 災害時の非常用電源 等

発電・エネルギー供給

エネルギー需要施設

ビンヤード・果樹園での営農型発電
（農産物の環境価値向上／収量・品質
の低下無し（実証調査で確認））

PCS
蓄電池

電力供給（照明・動力等）

非常時電力供給
（スマホ・ノートPC等）

ワイナリー・レストラン・観光拠点
（再エネ電源利用の啓発・施設の環境価値向上）
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農業・漁業・農水産物加工業の未利用廃棄物やワイン醸造残渣を資源として、メタン発酵発電を行います。

農林漁業・加工業者の産廃処分費削減、発電による使用電力量（料金）削減と共に脱炭素化を推進し、

消費者に対して再エネ地産地消の環境価値を持った農産加工商品・農産物を訴求します。 

 

 

 

メタン発酵発電・ワイン残渣利用 先進事例現地調査結果概要 

北海道ワイン ニッカウヰスキー北海道工場 

⚫ 残渣発生時期はワイン醸造時期である９月～10
月のみであり、発生時期が限定的である。 

⚫ 創業当初から自社内で堆肥化し鶴沼農場にて利
用する取り組みを進めている。 

⚫ メタン発酵発電は、単体企業だと年間を通して残渣
を確保し、発電事業を行うことは難しい。複数のワイ
ナリー残渣や、果樹園の廃果等を資源として組み合
わせて活用できる事業が検討できると良い。 

⚫ ウイスキー市場が伸びており、今までの３倍の量を
生産するようになり、排水設備が負荷に耐えられ
なくなるため、メタン発酵で処理することとなった。 

⚫ 麦カスは牛の飼料となり、製造排水はメタン発酵
の原料となる。 

⚫ 余市の平地は地盤が弱いため、地盤対策等で工
事費用がかかるため注意が必要である。 

 

 

  

• 農業・漁業・農水産物加工業の未利用廃棄物を資源としたメタン発酵発電事業
• 農林漁業・加工業者の産廃処分費削減、発電による使用電力量（料金）削減・脱炭素
• 再エネ地産地消の環境価値を持った、新たな農産加工商品・農産物の訴求

春 夏 秋 冬

ワイン醸造残渣
廃棄果物・野菜

水産加工残渣／食品残渣／家畜ふん尿

ワ
イ
ン

メタン発酵発電施設
（発電・エネルギー供給） 食品加工施設・冷蔵冷凍施設等

（エネルギー需要施設）

発電機

発酵槽
        

果樹園・ビンヤード・農地 温室ハウス・冬季農産物生産

電力供給
（照明・空調等）

熱供給
（排熱）

資源供給（処理費用）

食
品
ル
ー
プ

食
品
ル
ー
プ

メタン発酵発電施設
液肥供給

（消化液）



 

46 

 

 

新たな道の駅のコンセプト及び再エネ導入/地域活性化拠点の基本方針 

道の駅整備に関するコンセプトは以下のとおり設定されており、これを満たす道の駅について導入基本計画

を策定しました。 

■道の駅再編のテーマの設定 

余市町内への経済波及効果とシビックプライド※1 を高める道の駅の形成 
 

■道の駅再編のコンセプトの設定 

１．道の駅のみならず、個店が稼ぐことができる道の駅 
  道の駅にて余市町のワイナリーや個店のセレクトされた商品の販売や情報を発信し、観光客にその魅力を
知ってもらうことで、道の駅の消費拡大はもちろんのこと、町内の個店等への来訪増加（観光消費の増
加）や、オンラインショップ等での特産品の販売増加に貢献する。 

２．ワインを核として余市の食の魅力を実体験できる道の駅 
  「余市町産ワイン」と「地元レストランとの連携や周辺地域の特産品を活かした道の駅独自の商品」との掛
け合わせによるマリアージュ※2 を提供することで、スマホ等の情報では入手することができない余市の食の魅
力を実体験することができる。 

３．余市での滞在時間の増加に貢献する道の駅 
  ワイナリー巡りを目的とした観光客等がくつろぐことができる空間とすることで、じっくりと余市のテロワール※3 を
体験する等の余市での滞在時間の増加に貢献する。 

４．気軽に訪れることのできる道の駅 
  後志自動車道及び、倶知安・余市道路の SA/PA としての機能を果たすことで、高速道路利用者の道の
駅への立寄りを促進する。また、周辺都市⇔道の駅⇔町内施設（ワイナリー等）の移動に関して公共交
通によるアクセスを確保することで、マイカーでなくても気軽に道の駅に立ち寄ることができ、道の駅を起点に
余市町内の施設を巡ることができる。 

５．住民のシビックプライドを高める道の駅 
  道の駅の再編により全国的な余市町の認知度が向上するとともに住民が道の駅を家族で日頃憩う空
間として利用されることで、シビックプライド（住民の誇り）の醸成に貢献する。 

※1 シビックプライド：シビック（市民の、都市の）＋プライド（誇り）を合わせた言葉。19 世紀イギリスの都市で扱われ
ていた言葉。「都市に対する誇りや愛着」といった意味を持ち、都市の課題解決や活性化といった、具体的な行動に
取り組む姿勢も含む。 

※2 マリアージュ：日本では主に「組み合わせ」という意味で用いられる。別の存在であったものが出会い、ともに新しい世
界を作り上げるという意味合いがある。 

※3 テロワール：ワインの味わいの決め手になる、ぶどう畑のある土地の性質。一般に、ぶどう畑の土壌、地勢、気候、人
的要因などにより総合的に形成されるもの。 

 
図 6-4 道の駅を中心とした展開イメージ  
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「新たな道の駅」に導入予定である機能及びその規模は以下のとおりです。 

 

表 6-1 導入機能の設定 

導入機能 導入機能のイメージ 施設イメージ 

地域連携 

・現地（ワイナリー、観光農園、個店等）に足を運んでみたくな
るような、特別にセレクトされた商品・特産品がそろっている。 

セレクトショップ 

・余市町及び周辺地域の新鮮な農産物がそろっている。 農産物直売所 
・観光客や道路利用者が道の駅に立ち寄った際に特産品を気
軽に味わうことができるメニューや、地元レストランとの連携や周
辺地域の特産品との掛け合わせによる道の駅独自のマリアージ
ュがそろっている。 

フードコート 

・道の駅利用者を迎え入れるとともに、地域住民の各種会合や
研修の会場として、多目的に利用されている。 

・平日は地域住民がゆっくり過ごすとともに、各種会合や地域活
動を行う空間となっている。 

・休日は札幌圏からの観光客や地域の家族連れでにぎわってい
る。 

・地域住民と観光客（札幌圏居住者）が触れ合う交流の場と
なっている。 

多目的スペース 

・余市町・仁木町でのワインやウイスキーを堪能するため、札幌か
ら公共交通を利用してワイナリー等を訪れることができるよう、後
志自動車道・倶知安余市道路を通行する都市間バス、及び
ワイナリー等を繋ぐシャトルバスが乗り入れている。 

バスターミナル（バス停留所） 

・地域住民や地元事業者主催のイベントやマルシェ等が行われ
る。 

オープンスペース 

― 地域連携施設利用者向け駐車場 

情報発信 

・道の駅に立ち寄った観光客が町内及び周辺地域の各所へ足
を延ばすきっかけづくりのため、旬の果物など季節に応じた情報
や観光情報・地域情報がそろっている。 

観光案内スペース 

・余市町のアイヌ文化に関する情報を得ることができる。 アイヌ関連情報 
・周辺交通情報が提供されている。 道路情報 

休憩 
・後志自動車道・倶知安余市道路等の道路利用者が 24時間
いつでも休憩することができる。また、周辺交通情報が提供され
ている。 

道路利用者向け駐車場 
24 時間利用可能なトイレ 
ベビーコーナー 
休憩スペース 

 

表 6-2 導入機能の規模の設定 

施設の種類 導入機能 施設 想定規模（㎡） 

屋内施設 
地域振興施設 

地域連携 
セレクトショップ、農産物直売所、荷解き室、作業
場、飲食スペース（厨房等含む）、多目的スペー
ス、施設利用者向けトイレ 

2,100 
情報発信 

観光案内スペース、アイヌ文化に関する情報発
信、道路情報 

休憩 
管理事務所、防災倉庫、自家発電施設、エント
ランス、通路等 

道路施設 休憩 
道路利用者向けトイレ、ベビーコーナー、休憩スペ
ース 

屋外施設 
地域振興施設 

地域 
連携 

イベント広場、緑地スペース、地域連携施設利用
者向け駐車場、バスターミナル 

14,280 
その他 調整池 

道路施設 休憩 道路利用者向け駐車場 
施設全体 合計 16,380 
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再エネ導入／地域活性化拠点の基本方針 

① 「ゼロカーボン道の駅」の検討 

⚫ 再生可能エネルギーの最大限導入を検討する 

⚫ 高効率設備導入、高断熱構造等、可能な限り省エネルギーを推進する 

⚫ 再エネ導入・省エネ推進による脱炭素・ゼロカーボンの実現を目指す 

② 防災拠点機能 

⚫ 災害時・非常時の防災拠点機能（BCP）を持たせる 

⚫ 町内の防災レジリエンス機能を強化する 

③ 再生可能エネルギー導入事業のモデル化 

⚫ 導入した再生可能エネルギーの効果を見える化する（EMS：エネルギーマネジメントシ

ステム導入） 

⚫ 再エネ導入事業の脱炭素及び経済的効果を積極的に発信する 

④ 余市ブランドの発信拠点化 

⚫ 余市産農産物・海産物・水産加工品・ワイン等の発信拠点とする 

⑤ 脱炭素交通拠点化 

⚫ EV 急速充電器を導入し、脱炭素交通の発着拠点とする 

⚫ カーシェアリング用 EV 導入等を検討すると共に、非常時に蓄電池として活用するための

V2H 設備導入を検討する 

 

道の駅のエネルギー需要量の想定 

現状で道の駅の導入施設やエネルギー需要量が不明であるため、事例調査で得られた情報を踏まえて、新

たに再編する道の駅のエネルギー需要量等の想定を行いました。 

詳細は、以下に示すとおりで、施設延床面積 1,500 ㎡、年間エネルギー消費量 400MWh、非常時の特

定負荷 20kWh 程度と想定されました。 

 

エネルギー需要量の想定 

 
※年間エネルギー消費量を 400MWh 程度、内、50%を動力・照明等負荷、50%を空調・給湯・厨房等負

荷と想定 

 

  

項目 想定量 備考

延床面積 1,500㎡ 類似事例を参考に設定

年間エネルギー消費量 400MWh 類似事例を参考に設定

①動力・照明等 200MWh ※「エネルギー・経済統計要覧」業務部門用途別エネルギー
消費量より50％程度と仮定

②空調・給湯・厨房等 200MWh
（720,000MJ）

※「エネルギー・経済統計要覧」業務部門用途別エネルギー
消費量より50％程度と仮定

③特定負荷（非常時） 20kWh／日 類似事例を参考に設定
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道の駅への再生可能エネルギー導入イメージ 

 

 

 

  

• ゼロカーボン道の駅導入設備詳細検討（太陽光発電・地中熱HP・EVシステム・ツーリズム拠点等）
• 「新たな道の駅」に、災害時等の非常時に対応したレジリエンス機能（電気・熱供給）を持たせBCPに寄与
• ソーラーシェアリング事業の農産物やワインの販売、EVによるワインツーリズムの拠点機能等の検討

地中熱HP
（暖房・給湯・融雪）

太陽光発電

蓄電池

非常時電力供給
（スマホ・ノートPC）

電力供給

熱供給

電力自家消費
（照明・HP）

電力供給

EV拠点・カーシェアリング・電動自転車レンタル

ワ
イ
ン

ワイナリー

ソーラーシェアリング ゼロカーボン道の駅
観光拠点／防災拠点／脱炭素モデル

直販

供給

EV・電動自転車によ
るワインツーリズム

雪冷熱

貯蔵

安定した地中温度を利用するメリット
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マイクログリッドとは、電力会社等の大規模発電所の電力供給に頼らず、地域コミュニティでエネルギー供給

源と消費施設を持ちエネルギーの地産地消を目指す、小規模なエネルギーネットワークのことです。マイクログリッ

ド構築事業は、今後の公共施設管理・再編計画等に合わせて検討する必要があります。 

 

 

 

  

• 平常時は下位系統の潮流を把握し、災害等の停電時には自立して電力を供給できるエネルギーシステム
• 「災害時のエネルギー供給の確保によるレジリエンスの向上」、「エネルギー利用の効率化」、「地域のエネルギーを活用

することによる地域産業の活性化」

マイクログリッド構築事業

・公共施設等維持管理計画の
方針を踏まえ、マイクログリッド構
築に適したエリアを検討

・災害時のレジリエンス強化、エネ
ルギーの効率的利用

・平常時は地域の再生可能エネ
ルギー電源を有効活用

・既存の系統線の活用によるマイ
クログリッド構築

・コンパクトなエリアで条件が合え
ば自営線敷設によるマイクログ
リッド構築も検討可能

出典：地域マイクログリッド構築のてびき（2021年、資源エネルギー庁）



 

51 

 

 
未利用温泉排湯熱を利用して、暖房・給湯システムの導入可能性について検討します。今後、民間事業

者の導入意欲や未利用排湯熱量を調査する必要があります。 

 

 

 

 

 

  

• 未利用温泉排湯熱を利用した暖房・給湯システムの導入可能性検討
• 燃料使用料の削減効果
• 温泉施設の環境価値・脱炭素価値ブランド醸成

冬

温泉排湯熱利用

ロードヒーティング
（冬季）

給湯加温
施設暖房

温泉排湯

未利用
熱エネルギー

未利用
熱エネルギー

・かけ流しの温泉排湯の有効活用
・未利用熱による暖房・給湯・ロードヒーティング等
・従来までの燃料使用料の削減効果
・温室効果ガス削減効果
・環境価値・脱炭素価値ブランド醸成

・未利用温泉排湯からの熱利用
・排湯槽、熱交換器、ヒートポンプ等の設備新設
・既存のボイラーシステムへの導入方法検討
・温泉排湯利用による暖房・給湯利用の事例多数

（道内、道外）

排湯槽

熱交換機

        

温浴施設
旅館・ホテル
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小規模河川、砂防堰堤、用水路等を活用した小水力発電事業について検討します。 

既存資料調査から有望と考えられた地点についての現地調査結果概要を以下に示します。当該地点につ

いては、取水量・取水方法の観点から導入は難しいと考えられましたが、引き続き他の導入候補地点について

現地調査を継続していきます。 

 

 

 

既設砂防堰堤を活用した小水力発電事業の現地調査結果概要 

名称 構造 型式 その他 小水力発電事業の可能性 

登川１号 

砂防ダム 
コンクリート 不透過 

魚道あり 

未満砂 
× 

⚫ 魚道が設置されており、発電用水の取水が

困難 

⚫ 未満砂であり、水通し断面から常時流水が

ないため取水が困難 

畚川砂防ダム コンクリート 不透過 未満砂 × 
⚫ 未満砂であり、水通し断面から常時流水が

ないため取水が困難 

東の沢２号 

砂防ダム 
コンクリート 部分透過 未満砂 × 

⚫ 部分透過であり、水通し断面から常時流水

がないため取水が困難 

 

  

• 小規模河川、用水路等を活用した小水力発電事業
• 発電所に近い農業関連施設や街灯、公民館等の電源として活用
• 災害時の非常用電源としても活用可能

小水力発電事業

発電所

河川
用水路

取水設備

導水路
ヘッドタンク

水圧管路

配電線

①獣害対策電気柵の電源
②農業用ビニールハウスの電源
③道路照明・街灯・防犯灯
④公民館や集会所の電源
⑤一般家庭や事務所等の電源
⑥災害時の非常用電源

⑥ ①

②

③
④

⑤

大水力：100,000kW 以上
中水力：10,000kW－
100,000kW
小水力：1,000kW－10,000kW
ミニ水力：100kW－1,000kW
マイクロ水力：100kW 以下

※小水力発電（総称）

出典：マイクロ水力発電導入ガイドブック
（2003年、NEDO）
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図 7-1 再生可能エネルギーのプロジェクト推進体制 

 

  

 

 

 

余市町 ソーラーシェアリング
地域連携によるメタン発酵発電
ゼロカーボン道の駅

余市町

調査会社 ソーラーシェアリング実証試験
地域連携によるメタン発酵発電実現可能
性調査
ゼロカーボン道の駅実現に向けた再エネ設
備導入検討調査

調査会社

連携

委託

連携

「余市町エネルギー構造高度化等可能性検討委員会」

■有識者
再生可能エネルギーと地域活性化
地域資源・観光資源とプロモーション

■庁内関連部署
町内横連携推進・調整

■民間事業者
観光関連・農業関連事業者等
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カーボンニュートラル 

カーボンニュートラルとは、温室効果ガスについて「排出を全体としてゼロにする」ことを指します。「全体としてゼロ

に」とは、「排出量から吸収量と除去量を差し引いた合計をゼロにする」という意味であり、排出を完全にゼロに抑

えることは現実的に難しいため、排出せざるを得なかったぶんについては同じ量を「吸収」または「除去」することで、

差し引きゼロを目指します。 

 

固定価格買取制度（FIT） 

固定価格買取制度（FIT）は、再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間

買い取ることを国が約束する制度です。高コストである再生可能エネルギーの導入を支える制度で、電力会社が

買い取る費用を電気利用者から賦課金という形で一部負担させています。 

 

ソーラーシェアリング 

ソーラーシェアリングでは、農地に支柱を立て、その上部に太陽光発電設備を設置し、太陽光を農業生産と発

電とで共有します。 作物の販売収入に加え、売電による収入や発電電力の自家利用等による農業経営の更

なる改善が期待できる取り組みです。 

 

地中熱 HP（ヒートポンプ） 

地表の気温が季節によって変動するのに対し、地中の温度は季節に関わらずほぼ一定となっています。地中熱

ヒートポンプはこれに着目し、地中から熱を取り出す地中熱交換器内に流体を循環させ、汲み上げた熱をヒート

ポンプで必要な温度の熱に変換し、効率的に冷暖房及び給湯を行うことができます。 

 

バイオマス 

バイオマスは、「バイオ（bio＝生物、生物資源）」と「マス（mass=量）」を組み合わせてできた言葉で、動

植物などから生まれた生物資源の総称です。有限な石油等の化石資源とは異なり、バイオマスは生命と太陽エネ

ルギーがある限り、持続的に再生可能な資源です。 

 

バイオガス 

家畜糞尿や生ごみなど、バイオマスが嫌気性微生物の働きによってメタン発酵することにより得られるガスであ

り、主にメタン（約 60％）と二酸化炭素（約 40％）から成ります。 

 

バイナリー発電 

地熱による発電方法の一種で、地熱流体の温度が低く十分な蒸気が得られないときなど、地熱流体で沸点

の低いアンモニアなどの媒体を加熱し、媒体蒸気でタービンを回し発電する方式です。 

 

レジリエンス 

レジリエンス（Resilience）は、本来は「弾力性」・「回復力」・「反発力」といった意味を持つ言葉ですが、防

災においては災害などに対する抵抗力や災害を乗り越える力を意味しており、災害などに備えるための対策を指し

ています。 

 

巻末資料：用語集 
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BCP 

BCP とは、災害などの緊急事態における地方公共団体などの事業継続計画（Business Continuity 

Planning）を指し、災害やテロ、システム障害などの緊急事態に遭遇した時に損害を最小限に抑えつつ、重要

な業務を継続あるいは早期復旧を図ることを目的としています。 

 

EV 

EV は電気自動車である「Electric Vehicle」の略語で、電気をエネルギー源とし、電気モーターで走行する自

動車です。ガソリンなどの化石資源を燃料としないため、走行時に二酸化炭素などの温室効果ガスを排出しませ

ん。 

 

V2H 

V2H とは「Vehicle to Home」の略称で、電気自動車に蓄えられた電力を、家庭用に有効活用する考え方

のことを指します。大規模停電が生じた場合に電気自動車から電力を使用することができ、災害対策として注目

されています。 

 

ZEB 

ZEB とは、Net Zero Energy Building の略称で、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年

間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことです。ZEB では、省エネによって使うエネルギー

を減らし、また、使用するエネルギーとして再生可能エネルギーなどを活用することで、エネルギー消費量を正味で

ゼロにすることができます。 

  

https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/index.html#phraseology
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【ジュール J】 

ジュール（J）は、「1 ニュートンの力で 1 メートル動かすときの仕事」と定義されています。 

また、「1 秒間に 1 ジュールの仕事の行ったときの仕事率」が 1 ワット（W）であり、ワットは 

ジュールと秒で、W＝J/s で定義されています。 

【キロワットアワー  kWh】 

 電力量で使用される単位です。ワット（Ｗ）は、J/s であり、1h（アワー：1 時間＝3,600 秒）に換算する

と、 k（1,000）×J/s×3,600s＝3.6×106J（ジュール）となります。つまり、1kWh＝3.6MJ です。 

【キロ k・メガ M・ギガ G】 

国際単位系（SI）の接頭辞で、キロ（k）は 103倍の量（千倍）、メガ（M）は 106倍の量（百万 

倍）、ギガ（G）は 109倍（10 億倍）であり、例えば 1,000,000Wh＝1MWh となります。 

 

〈SI 接頭語〉 

接頭語の記号 名称  接頭語の記号 名称  

Ｅ エクサ 1018 Ｋ キロ 103 

Ｐ ペタ 1015 ｍ ミリ 10-3 

Ｔ テラ 1012 μ マイクロ 10-6 

Ｇ ギガ 109 ｎ ナノ 10-9 

Ｍ メガ 106 ｐ ピコ 10-12 

 

〈熱量換算表〉 

 

 

メガジュール 

(MJ) 

キロワットアワー 

(kWh) 

原油換算 

キロリットル（kL） 

メガジュール 

(MJ) 
1 0.278 0.0258×10-3 

キロワットアワー 

(kWh) 
3.6 1 0.0930×10-3 

原油換算 

キロリットル（kL） 
3.87×104 1.08×104 1 

 

 

巻末資料：エネルギーの単位と単位換算表 
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巻末資料：用語集 
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